
	1	 はじめに
我が国の建築分野における鉄骨構造は、建築構造設計者に

よる創意工夫と鉄鋼メーカーによる技術開発により、目覚ま

しい発展を遂げ、超高層建築物や大スパン構造物を実現させ

てきている。以下では、我が国において、建築分野独特の使

用基準、建築用鋼材に求められる性能、様々な鋼種の使用部

位や使用方法、および今後のニーズを紹介すると共に、様々

な鋼材の特性の発現機構、設計思想および製造工程でのポイ

ントを紹介する。

	2	 建築鉄骨の概要
2.1　建築骨組に求められる性能

我が国における建築構造物は、建築基準法に準拠して建設

される。建築基準法は、第一条に「この法律は、建築物の敷地、

構造、設備および用途に関する最低の基準を定めて、国民の

生命、健康および財産の保護を図り、もって公共の福祉の増

進に資することを目的とする。」と記されており、構造の視点

で考えるならば、建築物の「構造に関する最低の基準を定め

て国民の生命を守る」ことを義務付けている。我が国の構造

物にとっては、地震が特に大きな脅威であり、地震に対して

（人命を損なう事の無い）安全な構造物とすることを求めて

いる。具体的な設計法の中では、中小地震では構造骨組が全

く損傷しない性能を確保し（一次設計）、極稀に生じる大規模

地震に対しては構造骨組の部分的な損傷は許容するものの倒

壊しない性能を確保すること（二次設計）が要求されている。

このように建築構造物の経済性も踏まえて、最低限の性能と

して建物の倒壊を回避することを定めたもので、地震後の建

物の再利用の可否には関しては言及していない。

一方、建築構造物は個人あるいは事業主の財産であり、建

設に当たっては経済性の観念も不可欠であり、個々の構造物

が保有する耐震安全性は、経済性との兼ね合いで定められる

ことになる。つまり、現行の建築基準法で定める最低基準の

性能に対して、それ以上の性能を持たせることは持ち主の意

思に委ねられている。なお、近年はBCP（事業継続計画）あ

るいは地震PML（地震による予想最大損失額）等の評価指標

が議論 1）されており、高い耐震性能の建築物が設計される機

会も増えてきているようである。

このように建築骨組には耐震性能が求められ（地震力の他

に台風や積雪等の外力も存在するが、ここでは最も影響度の

大きい地震を中心に解説する）、骨組（システム）あるいは

骨組を構成する各々の部材には、大規模地震時に地震エネル

ギーを吸収することが要求されている。つまり、建築物の鉄

骨部材（柱部材や梁部材）は、大規模地震時には弾性限を超

えて塑性化することにより地震エネルギーを吸収することが

求められることになる（塑性設計）。建築物によっては、地震

エネルギーを吸収する専用のデバイスを用いる場合や、免振

構造とする場合、これらを組み合わせる場合等が設計者によ

り工夫されている。

2.2　建築骨組とその構成部材

我が国における建築鉄骨の構造骨組は、図1に示すように、

柱部材と梁部材を剛に接合して組み立てる「ラーメン構造」

が一般的である。その中で使用される鋼材の種類は、低層建

築物の場合、柱には冷間成形角形鋼管（BCR295、BCP235、

BCP325）、梁には圧延H形鋼（SN400、SN490）が使用され

る（一般にコラムH構造と言われている）。これらの鋼材は

400N/mm2、490N/mm2級鋼材であり、建築基準法告示によ

り使用できるJIS鋼材の種類が規定されている（表1参照）。

一方、超高層建築物の場合は、柱には4枚の厚板を溶接組立

する4面BOX（SN490、SA440 etc）、梁には大型のH形鋼と

して外法一定H形鋼（SN490）や溶接組立H形鋼が使用され

る。これらの規模の柱材では、490N/mm2級を超えて、590、
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780N/mm2級の鋼材が使用される場合がある。また、梁部材

では490N/mm2級を超えて、550、590N/mm2級の鋼材が使

用される場合がある。これらは何れも国土交通大臣による大

臣認定を取得した鋼材である（表2参照）。また、超高層建築

物では、構造物の耐震性能の向上を狙い、地震エネルギーを

吸収するための低降伏点鋼を用いた制振デバイスが取り付く

場合もある。

2.3　部材に求められる性能

鉄骨構造の場合、前述の設計思想に基づいて、鋼材の塑

性域まで利用して安定したエネルギー吸収を確保するため

の鋼材としてSN鋼が規格されている（1994年）2）。SN鋼は、

400N/mm2級、490N/mm2級の一般圧延鋼材を対象として、

構造部材の塑性変形性能を確保するために、鋼材の特性値と

して降伏点の上下限値と降伏比（YR：Yield Ratio、降伏点の

引張強さに対する比）を新たに規定し、降伏点のばらつきは

120N/mm2以内、YRは80％以下として設定された鋼材であ

る。SN鋼に対して、柱部材に適用される冷間成形角形鋼管や

円形鋼管等のように冷間加工による材質変化を伴う材料に

ついては、種々の部材性能実験を踏まえて、加工後の特性を

考慮して、冷間成形角形鋼管ではBCP、BCR規格、円形鋼管

ではSTKN規格が整備されており、これらの規格の中では、

BCRにおいてYRは90％以下、STKNにおいてはYR85％以

下と緩和した規定となっている。このように、建築構造分野

で使用される鋼材には、強度特性（降伏点の上下限値、引張

強さの下限値、伸びの下限値）に加えて、「YR（一般には80％

以下）」が求められるという特徴がある。

一方、建物の大型化に伴い板厚の大きな鋼材が要求され

る事になるが、SN（SM）鋼では40mmを超える板厚の降

伏点または耐力の値はそれ以下の場合に対して低く規定

されており（SN400規格では、板厚40mm以下の場合の降

伏点は235N/mm2、板厚が40mmを超える場合の降伏点は図1　鉄骨骨組の概要

表1　指定建築材料の主な建築構造用鋼材（JIS）

表2　大臣認定を取得している主な建築構造用鋼材
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215N/mm2と凡そ10％低い規定値となっている）、構造設計

における基準強度（一般に降伏点の規格下限値と同等）を

低減して設計しなければならず、板厚を増大させても比例

的な部材強度の上昇を享受できない。これに対して、板厚

が40mmを超える場合でも基準強度の低減がなく、さらに

溶接性にも優れた厚板がTMCP法（Thermo-Mechanical 

Control Process：加工熱処理法、熱加工制御法）により製造

され、設計の利便性が高まり既に多くの建築物に利用されて

いる。また、更なる板厚の増大を抑えるために、鋼材の高強

度化も強く要求され、490N/mm2以上では、520、550、590、

780N/mm2の様々な強度の鋼材が開発されている 3－5）。但し、

これらの高強度鋼材に対しても地震時におけるエネルギー吸

収を期待することから、YR80％以下という性能が求められ、

メーカーの技術開発により製造が可能となり利用されてき

ている。建築構造物に使用されている鋼材の種類を図2に示

す。また、各種強度の鋼材の応力歪関係を図3に示す。

なお、近年（2005 ～ 2009年）、鉄鋼メーカーや建設会社等

が参画した府省連携研究開発プロジェクトでは「震度7クラ

ス弾性構造の開発」に挑戦し、前述の塑性設計という従来の

建築構造設計の考え方を修正し、地震後においても建物を利

用することができるように、大規模地震に於いても部材が弾

性に留まる設計手法を開発した6）。それに伴い、塑性設計の

ために要求された鋼材のYRを大幅に緩和した780N/mm2級

鋼材がH-SA700として開発され既に実構造物に適用されて

いる。

2.4　接合部に求められる性能

建築鉄骨は上述のように柱部材や梁部材を組み立てること

により構成される。各部材は地震等の外力に対する構造安全

性が確認され、さらに塑性化により地震エネルギーを吸収す

る前提で設計されている訳であるが、各部材に発生する応力

は接合部近傍が最も大きくなる場合が多く、部材の強度やエ

ネルギー吸収性能を発揮させるためには、その接合部の性能

は部材と同等あるいは同等以上である必要がある。具体的に

は、接合部には、部材の十分な塑性化を確保するために鋼材

の引張強さ以上の強度（いわゆるオーバーマッチ）が求めら

れる。また、地震等の繰り返し応力（塑性域）に対しても高い

性能が要求され、阪神大震災以降は、特に溶接部の脆性的な

破断現象の回避が要求されている。このように、接合部は構

造骨組の要であり極めて重要な部位であることから、様々な

性能が求められている。

この部材同士の接合には、高力ボルトによる摩擦接合が用

いられる場合と溶接接合により接合される場合がある。高力

ボルト接合の場合は、部材にボルト孔をあける必要があり、

有効断面が減少してしまう欠点はあるものの、部材の強度以

上の接合は可能であり、また繰り返し応力に対しても安定し

た性能を発揮することができる。一方、溶接接合の場合は、

鉄骨加工工場あるいは建設現場において溶接施工により新た

に作り出されることから、その溶接部の性能を確保するため

に様々な視点で条件が規定されている。例えば、鋼材本来の

性能（溶接性）は言うまでもなく、溶接施工条件（溶接材料、

入熱、パス間温度管理等）、非破壊検査、溶接施工者の技量検

定等の多くの事項が規定されている。ここでは、鋼材に関連

する性能について紹介する。

溶接接合部は、図4に示すように溶接金属および母材の熱

図2　建築構造に使用される各種鋼材（概要）

図3　各種鋼材の応力歪関係 図4　溶接部
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影響部で構成され、両者共に母材と同等の性能が求められ

る。一般に、溶接施工はその効率upが求められ、高入熱溶接

や連続溶接（多パス）が指向される。このような溶接条件を

採用すると、溶接金属の性能が十分に確保できない場合があ

ることから、現状では接合する鋼材の種類と溶接材料毎の適

切なパス間温度や入熱の管理がなされている。また、阪神大

震災以降、溶接接合部の脆性的な破断を回避するための研究

が進められ、溶接接合部に対して所定の靭性値（シャルピー

衝撃値）を確保することが提案された。これに対応する鋼材

としては、溶接入熱40kJ/cm以下、溶接パス間温度350℃以

下のCO2半自動溶接施工の範囲で、マグ溶接熱影響部靭性指

標（fHAZ）を規定した鋼材規格が日本鉄鋼連盟製品規定「耐

震建築溶接構造用圧延鋼材（MDCR0001-2003）」として制定

されている 7）。

また、溶接接合部の施工は建物の大型化に伴い板厚の増

大、高強度化する中で、常に高効率化を指向しており、大入

熱溶接や予熱温度の低減（あるいは不要化）が求められてい

る。これらに対応する鋼材として、エレクトロスラグ溶接等

の大入熱溶接（図5参照）においても鋼材の熱影響部の靭性

劣化の少ない鋼材や、590N/mm2級鋼（SA440）の溶接施工

において必要とされる予熱に関して、予熱低減が可能な鋼材

が開発され利用されてきている。

2.5　近年の建築鉄骨におけるトレンド

建築分野における鉄骨造のトレンドは上記の中で述べた

が、高度経済成長期以降、建築物は超高層化、大スパン化が

求められ、それに対応する建築構造物用の高強度鋼の開発が

進み、それらを実現させてきている。一般建築で使用される

490N/mm2級鋼材を超えた高強度鋼の実例としては、図6に

示す590N/mm2級鋼の極厚円形鋼管がランドマークタワーで

使用された。さらに、図7に示す小倉駅ビルでは、780N/mm2

級で低YRの鋼材（4面ボックス）が使用されている。

	3	 高強度鋼の材質制御技術
鋼材の高強度化は、同時に溶接性や塑性変形能の低下を伴

うなど、建築構造用鋼として要求される他の特性との間にト

レードオフの関係にあることが多い。このトレードオフ問題

の解決こそが、高強度鋼の適用拡大の鍵となる。そこで本章

では、高強度化と他の特性をいかに両立するかという観点か

ら、ここまでに紹介した高強度鋼の材質制御の考え方と製造

技術について述べる。

3.1　低降伏比（低YR）

鋼の高強度化は、①固溶強化、②転位強化（加工硬化）、③

粒子分散強化（析出硬化）、④結晶粒微細化強化の4つの基本

的な強化機構を利用して行われる。相変態を経てベイナイト

やマルテンサイトなどの硬質組織を生成することによる高強

度化（⑤変態強化）は、これら4つの強化機構を複合的に活用

したものである。どの強化機構も本質的に降伏強さを高める

ものであり、多くの場合YRの上昇を伴う。図8に示すとおり、

従来鋼のYRは降伏強さの増加に伴って上昇する傾向にあり、

図6　ランドマークタワーの鉄骨柱

図7　小倉駅ビルの外観図5　大入熱溶接部のマクロ写真
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鋼材の強度が増加するほど低YRとの両立は困難となる。

高強度鋼において低YRを実現するための基本指針は、軟

質相（フェライト）と硬質相（ベイナイトやマルテンサイト）

からなる複相組織にすることである。複相組織の引張強さに

ついては、軟質相と硬質相それぞれの引張強さと分率の混合

則が成立するが、降伏強さについては単純な混合則が成立せ

ず、より低い降伏強さを示すことが知られている 7）。その結

果、同一強度で比較すると、複相組織のYRは単相組織より

も低くなる。これまでに開発されたほぼすべての低YR鋼で、

複相組織化が行われている。

図9に、建築用高強度鋼の製造方法とミクロ組織、強化

機構をまとめた。引張強さ490 ～ 550N/mm2級の低YR鋼

（TMCP325 ～ 385）では、TMCP法によって、フェライトと

パーライト、ベイナイトからなる複相組織が作り込まれて

いる。さらに高強度の引張強さ590および780N/mm2級の

低YR鋼（SA440および低YR-HT780）では、2相域焼入（Lま

たはQ’処理）によって、より微細な軟質相と、より高強度

の焼戻しマルテンサイト、ベイナイトの硬質相からなる複

相組織が作り込まれている。鋼材の引張特性や靭性を支配

する軟質相と硬質相の分率や分布、形態、硬さなどの組織因

子は、TMCPや熱処理の条件を厳密に管理することによっ

て適正な状態に制御される。このようにして、引張強さ490

～ 550N/mm2級のTMCP325 ～ 385および590N/mm2級の

SA440では、SN規格と同じ80％以下の低YRと、降伏強さの

ばらつき低減が実現されている。780N/mm2級鋼では、2相

域焼入によっても、他の特性を犠牲にすることなく80％以下

まで低YR化することは難しく、YRを85％以下とした低YR-

HT780が実用化されている 8－10）。

3.2　溶接性

鋼材の高強度化のために炭素量や合金添加量を増加する

と、溶接熱影響部（HAZ）での割れの発生や靱性低下などの

問題が生じる。HAZで発生する低温割れの危険性は、HAZの

硬さが増加するほど高まることが知られ、鋼材の化学組成で

表されるCeqやCEN11）などの炭素当量、あるいは低温割れ

感受性組成PCMなどの溶接性指標で評価される。これらの指

標はすべて、CやMn、その他合金の添加量を増加するほど高

い値となる。高いCeqやPCMを有する鋼材のHAZは硬化しや
図8　鋼材の強度と降伏比の関係

図9　建築構造用鋼の製造プロセスとミクロ組織、強化機構
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すく、低温割れ発生の危険性が高まるため、割れ防止のため

に予熱や後熱が必要になるなど、溶接施工性が低下する。

TMCPは、制御圧延（Controlled Rolling：CR）と加速冷却

（Accelerate Cooling：AcC）を組み合わせることによって、

低Cおよび低合金でも、すなわち低Ceq、低PCMの化学組成

でも、熱処理なしで高い強度と靭性を確保できる製造方法で

ある。図10 12）に鋼材強度に及ぼす制御圧延と加速冷却の影響

を示す。TMCPによる高強度化は、鋼の強化機構のうち、合

金添加に頼らずに強度と靭性を同時に向上できる結晶粒微細

化強化を最大限に活用しようとするものである。加速冷却を

適用する場合は、⑤変態強化を活用することになるが、前述

のように変態強化にも結晶粒微細化強化が寄与している。

建築構造用鋼材では、過度の結晶粒微細化によるYR上

昇、不均一な加速冷却による切断（条切り）後の歪発生、圧

延温度の低下による音響異方性の増加などの課題を解決す

るため、圧延温度や冷却条件を高精度に制御するTMCP技

術が求められる。近年の組織制御メタラジーと加速冷却設備

の進歩 13）により、広い鋼種と板厚範囲でのTMCP活用が可

能となり、溶接性の優れた（低Ceq、低PCMの）TMCP325、

TMCP355、TMCP385などの高強度厚板が製造されてい

る 14）。また、590N/mm2級以上の低YR鋼の製造にもTMCP

が応用され、制御圧延と直接焼入を組み合わせた製造方法

（図9の（e）DQ-L（Q’）-T、（f）DL（DQ’）-T）による溶接性

の優れた590N/mm2級鋼（SA440）15,16）や、オンライン熱処理

によるTMCP型低YR-HT780 17）が開発されている。

TMCP技術を適用した場合も、低YR化の基本は複相組織

化であり、高強度と低YRを両立させるためには、硬質相の

分率と硬さを所定以上に制御する必要がある。しかしなが

ら、溶接性向上のための低C化や低Ceq、低PCM化は、硬質相

の分率や硬さの低減を伴うため、低YR化とは相反し、高強

度鋼ほど低YRと溶接性を両立させるのが困難になる。引張

強さ780N/mm2級鋼では、YRを85％以下にまで緩和して、

各種特性と経済性のバランスの最適化を図った予熱低減型低

YR鋼も開発されているが 18－20）、590N/mm2級以下の鋼材と

同等の溶接性は実現できていない。

一方で、強度とYR、溶接性のように、要求される特性が互

いにトレードオフの関係にある場合、必要となる鋼材性能

を見極めて必要性能を絞り込み、特定の機能を向上させると

いう考え方もある。例えば、弾性範囲内で使用することを想

定してYRを緩和した柱部材専用の高降伏点鋼が開発されて

いる 21）。さらに高強度のH-SA700 22）でも、YRを大幅に緩和

（98％以下）したことによって、溶接性の向上が期待できる。

3.3　大入熱溶接熱影響部靭性

建築分野では、四面ボックス柱の製作に、入熱量が最大

1000kJ/cm近くにもなるエレクトロスラグ溶接（ESW）や最

大500kJ/cm程度のサブマージアーク溶接（SAW）が適用さ

れるなど、図11に示すように、他分野と比べても過酷な超大

入熱溶接に対応する鋼材が求められる。図12は、大入熱溶接

図10　鋼材強度に及ぼす炭素当量の影響とTMCPの効果 12）

図11　鋼材強度と溶接入熱量

図12　大入熱HAZのミクロ組織と靭性に及ぼすCeqの影響（模式図）
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HAZのミクロ組織と靭性に及ぼす鋼材の高Ceq化、高合金化

の影響を示した模式図である。建築用鋼で通常用いられる成

分範囲では、高Ceq化、高合金化に伴って、大入熱HAZ組織

は上部ベイナイト主体となり、靭性が低下する。

大入熱HAZ靭性向上のための対策は、鉄鋼メーカー各社

で特徴があるものの、PやSなどの不純物元素低減に加えて、

（1）低Ceq、低合金化による上部ベイナイトやパーライトな

どの低靭性組織低減、（2）窒化物や酸化物などの微細分散

粒子のピンニング効果によるオーステナイト粒粗大化防止、

（3）合金設計や微細分散粒子活用による旧オーステナイト粒

内組織の改善（島状マルテンサイト（MA相）低減、ベイナイ

トブロック微細化、粒内フェライト生成など）に大別される。

これらの対策により、490 ～ 590N/mm2級までの鋼材につ

いては、大入熱HAZでも0℃で概ね70J以上のシャルピー吸

収エネルギーが確保できる“高HAZ靭性鋼”が開発されてい

る 23－25）。

590N/mm2級を超える高強度鋼では、所定の強度を確保す

るために、ある程度の合金添加、高Ceq化を避けることはで

きず、低Ceq化による上部ベイナイトの生成抑制は困難であ

る。そこで、合金設計を最適化することにより、ベイナイト

ブロックの微細化や下部ベイナイト化を図り、大入熱HAZ

靭性を改善した建築用HT780が開発されているが 18,19）、コス

トと性能のバランスに課題が残っており、本格的な適用には

至っていない。

	4	 おわりに
本稿では、建築分野における高強度鋼の要求性能、材料開

発および実構造物への適用の現状について概説した。高強度

鋼のさらなる適用拡大を通じて、鋼構造建築の安全性と経済

性の向上を実現するためには、鋼材開発のみならず、溶接・

接合技術や高強度鋼の長所を生かした耐震設計など、多面的

な技術の発展が必要である。鋼材メーカーと設計者、施工者

の連携が今後ますます重要となろう。
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